
高知県山の学習支援事業費補助金交付要綱改正 新旧対照表

改 正 後 現 行

高知県山の学習支援事業費補助金交付要綱

第１条 （省略）

（補助目的及び補助対象事業）

第２条 （省略）

（補助対象経費、補助率等）

第３条 前条に規定する補助対象事業（以下「補助事業」という。）の補助対象経

費、補助率等は、別表第２に定めるとおりとする。ただし、事業実施主体が行

う事業に対して補助事業者が補助金を交付する場合における補助対象経費等

は、別表第３及び別表第４に定めるとおりとする。

２ 事業の実施基準は、別表第５に定めるとおりとし、補助事業者は要綱、要領

等必要な諸規程を定めるものとする。

（補助金の交付の申請）

第４条 （省略）

（補助の条件）

第５条

（１）～（２）（省略）

（３）補助事業の実施に当たっては、別表第６に掲げるいずれかに該当すると認

められる者を契約の相手方としないこと等暴力団等の排除に係る県の取扱い

高知県山の学習支援事業費補助金交付要綱

第１条 （省略）

（補助目的及び補助対象事業）

第２条 （省略）

（補助対象経費、補助率等）

第３条 前条に規定する補助対象事業（以下「補助事業」という。）の補助対象経

費、補助率等は、別表第２に定めるとおりとする。ただし、事業実施主体が行

う事業に対して補助事業者が補助金を交付する場合における補助対象経費等

は、別表第３に定めるとおりとする。

２ 事業の実施基準は、別表第４に定めるとおりとし、補助事業者は要綱、要領

等必要な諸規程を定めるものとする。

（補助金の交付の申請）

第４条 （省略）

（補助の条件）

第５条

（１）～（２）（省略）

（３）補助事業の実施に当たっては、別表第５に掲げるいずれかに該当すると認

められる者を契約の相手方としないこと等暴力団等の排除に係る県の取扱い



に準じて行わなければならないこと。

（４）～（９）（省略）

（10）別表第１の３から５までに該当の事業区分については、実施年度の 12月

31日までを対象期間とする。

（補助事業の変更）

第６条 （省略）

（実績報告）

第７条 （省略）

（概算払）

第８条 （省略）

（グリーン購入）

第９条 （省略）

（情報の開示）

第 10 条 （省略）

（個人情報の適正な管理）

第 11 条 （省略）

（委任）

第 12 条 （省略）

に準じて行わなければならないこと。

（４）～（９）（省略）

（10）追加

（補助事業の変更）

第６条 （省略）

（実績報告）

第７条 （省略）

（概算払）

第８条 （省略）

（グリーン購入）

第９条 （省略）

（情報の開示）

第 10 条 （省略）

（個人情報の適正な管理）

第 11 条 （省略）

（委任）

第 12 条 （省略）



附則

１ この要綱は、平成 20 年４月 11 日から施行する。

２ この要綱は、令和８年５月 31 日限り、その効力を失う。ただし、この要綱

に基づき交付された補助金については、第５条、第７条第３項及び第 10 条の規

定は、同日以降もなおその効力を有する。

附則 この要綱は、平成 22 年４月６日から施行する。

附則 この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。

附則 この要綱は、平成 28 年４月１日から施行する。

附則 この要綱は、平成 29 年４月３日から施行する。

附則 この要綱は、平成 30 年４月２日から施行する。

附則 この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。

附則 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

附則 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附則 この要綱は、令和５年３月 31 日から施行する。

附則 この要綱は、令和６年４月２日から施行する。

附則

１ この要綱は、平成 20 年４月 11 日から施行する。

２ この要綱は、令和８年５月 31 日限り、その効力を失う。ただし、この要綱

に基づき交付された補助金については、第５条、第７条第３項及び第 10 条の規

定は、同日以降もなおその効力を有する。

附則 この要綱は、平成 22 年４月６日から施行する。

附則 この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。

附則 この要綱は、平成 28 年４月１日から施行する。

附則 この要綱は、平成 29 年４月３日から施行する。

附則 この要綱は、平成 30 年４月２日から施行する。

附則 この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。

附則 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

附則 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附則 この要綱は、令和５年３月 31 日から施行する。



別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

事業区分 事業内容 補助事業者 事業実施主体

１．山の学
習支援

（省略） （省略） 市町村等、県内で小中高
等学校を運営する学校
法人又はその私立小中
高等学校、国立大学法人
高知大学に附属する小
中学校等

２．山の一
日 先 生 派
遣

（省略） （省略） 市町村等、県内に事務所
等を置く法人若しくは
任意団体又は県内に居
住する個人

３．宿泊型
学 習 支 援
（ 学 校 行
事）

学校行事として実施す
る森林に関する学習と
体験活動を含む2泊3日
以上の自然体験型学習
事業に要する経費への
支援

公益社団法
人高知県森
と緑の会

市町村等、県内で小中高
等学校を運営する学校
法人又はその私立小中
高等学校、国立大学法人
高知大学に附属する小
中学校等

４．宿泊型
学 習 支 援
（ 学 校 行
事以外）

概ね高校生以下の児童
生徒を対象とした森林
に関する学習と体験活
動を含む学校行事以外
の 1 泊 2 日以上の自然
体験型学習事業に要す
る経費への支援

公益社団法
人高知県森
と緑の会

市町村等、県内に事務所
等を置く NPO法人、社
会福祉法人、青少年教育
団体等

５．宿泊型
学 習 利 用
促進（学校
行事）

宿泊型学習支援（学校行
事）における保護者負担
額であって、就学援助等
を受けている児童・生徒
の食費に対する支援（た
だし、市町村等が３分の
１以上の補助を行う場
合に限る）

公益社団法
人高知県森
と緑の会

宿泊型学習支援（学校行
事）を実施した市町村
等、県内で小中高等学校
を運営する学校法人又
はその私立小中高等学
校、国立大学法人高知大
学に附属する小中学校
等

６．木育指
導員養成

（省略） （省略）

事業区分 事業内容 補助事業者 事業実施主体

１．山の学
習支援

（省略） （省略） 市町村、市町村教育委
員会、学校組合、県内
で小中高等学校を運営
する学校法人又はその
私立小中高等学校、国
立大学法人高知大学に
附属する小中学校等

２．山の一
日先生派遣

（省略） （省略） 市町村、市町村教育委
員会、一部事務組合
（以下「市町村等」と
いう。）、県内に事務所
等を置く法人若しく
は任意団体又は県内
に居住する個人

（追加） （追加） （追加） （追加）

（追加） （追加） （追加） （追加）

（追加） （追加） （追加） （追加）

３．木育指
導員養成

（省略） （省略）



（注） (省略） 注．（省略）

７．附帯事
務費

事業区分１から６まで
の実施のために要する
経費への支援

（省略） ４．附帯事
務費

事業区分１から３の
実施のために要する
経費への支援

（省略）



別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係）

事業区分 補助対象経費 補助率等

１．山の学習
支援

（省略） （省略）

２．山の一日
先生派遣

（省略） （省略）

３．宿泊型学
習支援（学校
行事）

事業実施主体が別表第１に掲げる事業を実
施するために要する別表第４に示す経費に
対して補助事業者が交付する補助金

10分の 10以内

４．宿泊型学
習支援（学校
行事以外）

事業実施主体が別表第１に掲げる事業を実
施するために要する別表第４の経費に対し
て補助事業者が交付する補助金

10分の 10以内

５．宿泊型学
習 利 用 促 進
（学校行事）

事業実施主体が別表第１に掲げる事業を実
施するために要する別表第４の経費に対し
て補助事業者が交付する補助金

3分の 1又は 1
人当たり上限
額2,000円を比
較し少ない額
以内

６．木育指導
員養成

（省略） （省略）

※ただし、賃金
及び報償費は、
1人 1 日当たり
9,000 円を上限
とする。

７．附帯事務
費

（省略） （省略）

科目 条件

賃金 （削除）

報償費 （削除）

（省略） （省略）

事業区分 補助対象経費 補助率等

１．山の学習
支援

（省略） （省略）

２．山の一日
先生派遣

（省略） （省略）

（追加） （追加） （追加）

（追加） （追加） （追加）

（追加） （追加） （追加）

３．木育指導
員養成

（省略） （省略）

４．附帯事務
費

（省略） （省略）

科目 条件

賃金 金額は、事業を行うのに必要
な最小限度の額とし、１人１
日当たり 7,000 円以内とす
る。

報償費 講師謝金に対する県補助金
は、１人につき１日 9,000 円
以内とする。

（省略） （省略）



別表第３（第３条関係）

（注）（省略）

別表第３（第３条関係）

（注）（省略）

事業区分 山の学習支援 山の一日先生派遣

補助対象

経費

賃金（削除）
報償費（削除）
（省略）

賃金（削除）
報償費（削除）
（省略）

補助率 （省略） （省略）

補助金額

の上限

※賃金及び報償費は、1人 1 日
当たり 9,000 円を上限とする。

75 万円以内

※賃金及び報償費は、1 人 1 日
当たり 9,000 円を上限とする。

対象児童
又は生徒の数

補助金額の上
限

50人未満 20万円以内
50人以上
100人未満 40万円以内
100人以上
200人未満 60万円以内
200人以上
300人未満 80万円以内

300人以上 100万円以内

事業区分 山の学習支援 山の一日先生派遣

補助対象

経費

賃金（金額は、事業を行うのに必
要な最小限度の額とし、1人 1日
当たり 7,000 円以内とする。）
報償費（講師謝金に対する県補
助金は、1人につき 1日 9,000 円
以内とする。）
（省略）

賃金（金額は、事業を行うのに
必要な最小限度の額とし、1
人 1 日当たり 7,000 円以内と
する。）
報償費（講師謝金に対する県
補助金は、1 人につき 1 日
9,000 円以内とする。）
（省略）

補助率 （省略） （省略）

補助金額

の上限

（追加）

75 万円以内

（追加）

対象児童
又は生徒の数

補助金額の上
限

50人未満 20万円以内
50人以上
100人未満 40万円以内
100人以上
200人未満 60万円以内
200人以上
300人未満 80万円以内
300人以上 100万円以内



別表第４（第３条関係） 別表第４（第３条関係） （追加）

事業区分 宿泊型学習支援（学校行事） 宿泊型学習支援（学校行事以
外）

宿泊型学習
利用促進（学
校行事）

補助対象
経費

食費（ただ
し、市町村等
が3分の1以
上の補助を
行う場合に
限る。）

補助率と
補助金額
の上限

定額

※賃金及び報償費は1人1日

定額

※賃金及び報償費は1人1日
当たり 9,000 円を上限とす

3分の 1 以内
又は1人当た
り 上 限 額
2,000 円を比
較し少ない
額

科目 内容及び条件
賃金 体験活動での児童生徒の指導や支援活動

のコーディネート等を行う人材への賃金。
報償費 体験活動での児童生徒の指導や支援活動

のコーディネート等を行う人材への謝金
等。

旅費 事前調査や打合せ等の旅費、児童・生徒・
引率者等の宿泊費や船室借上料等とし、鉄
道・航空機による移動に係る経費は除く。
自家用車を使用する場合の距離の算定は、
経済的かつ合理的な経路により行うもの
とし、車賃は１キロメートルにつき 29 円
とする。

需用費 体験活動に必要な材料や資材・用具などの
消耗品の購入費、印刷物の印刷製本費、燃
料費等とし、食糧費及び賄材料費は除く。

役務費 当該活動のため、新規で加入する傷害保険
料、体験活動にあたり支払う体験料や手数
料等。

委託料 体験活動に必要なプログラムを実施する
ための委託料。

使用料及び
賃借料

バス借上料、施設入館料等。

学校数又は対
象児童生徒の

数

補助金
額

の上限

１校単独参加
（40 人以下）

20 万円
以内

１校単独参加
（41 人以上
80 人以下）

２校合同参加

30 万円
以内

１校単独参加
（81 人以上）

３校以上合同
参加

40 万円
以内

対象児童生徒
の数

補助金
額

の上限

15 人以上
20 人以下

25 万円
以内

21 人以上
40 人以下

35 万円
以内

41 人以上 45 万円
以内



（注１）．国若しくは県の他の事業（補助金を交付する他の事業、委託事業等）又は「緑
の募金」を活用して助成する事業等に採択若しくは採択予定の事業及び事業実
施主体が市町村等であって、当該補助事業の総事業費から補助金を控除した市
町村等費の財源に森林環境譲与税を充てた場合は、補助対象外とする。

（注２）．宿泊型学習利用促進については、免除又は減額する保護者負担額のうち、他法
令等で公費負担や補助の対象となる場合は、補助対象外とする。

当たり 9,000 円を上限とす
る。

る。



別表第５(第３条関係）

事業の実施基準

別表第６(第５条関係）（省略）

別表第４(第３条関係)

事業の実施基準

別表第５(第３条関係）（省略）

区 分 内 容

広報
補助事業者は、事業実施主体の行った取組等、補助事業の内容に
ついて、県民に向けてホームページ等様々な手段を活用して広報
を行い、森林環境税を活用した取組の周知を図ること。

公募
①補助事業者は、事業区分の山の学習支援事業、宿泊型学習支
援事業（学校行事）及び宿泊型学習利用促進（学校行事）にあ
っては市町村、市町村教育委員会、学校組合、県内で小中高等
学校を運営する学校法人又はその私立小中高等学校、国立大学
法人高知大学に附属する小中学校に対して、事業区分の山の一
日先生派遣事業にあっては森林・林業に関係するＮＰＯ等、市
町村、森林組合、森林・林業関係団体等に対して、事業区分の
宿泊型学習支援事業（学校行事以外）にあっては市町村等、Ｎ
ＰＯ法人、社会福祉法人、青少年教育団体等に対して、文書に
よる通知その他公募を周知するための措置を行うこと。
②公募に当たっては、森林環境税を活用した事業である旨の記載
を行うこと。

事業実施
①可能な範囲で、事業実施主体の開催する取組に参加し、広報等
を行うこと。
②必要に応じて、事業実施主体に対して、この事業の趣旨に即し
た指導等を行うこと。
③事業区分の宿泊型学習支援事業（学校行事）及び（学校行事以
外）の事業実施主体に対し危機管理マニュアル（学校や各団体で
作成している危機管理マニュアル等で可）を提出させ、その確認
を行うこと。
④事業区分の木育指導員養成事業にあっては森林・林業に関係す
るＮＰＯ等、市町村、市町村教育員会、学校組合、県内で保育所、
幼稚園等を運営する事業者等に対して文書による通知を行うこ
と。
⑤研修等を開催する際には、ホームページ等様々な手段を活用し
て広く募集を行うとともに、参加者には森林環境税を活用した取
組であることの周知を図ること。

検査及び確定
①事業実施主体の提出する実績報告書に領収書等の写しを添付
させ、支払内容及び事業実施の検査を行うこと。
②事業実施主体の執行が補助事業の目的に沿って行われている
ことを確認し、補助事業者として事業内容、その支出等について
内容の説明責任を果たせるようにすること。

区 分 内 容

広報
補助事業者は、事業実施主体の行った取組等、補助事業の内容
について、県民に向けてホームページ等様々な手段を活用して
広報を行い、森林環境税を活用した取組の周知を図ること。

公募
①補助事業者は、事業区分の山の学習支援事業にあっては市町
村、市町村教育委員会、学校組合、県内で小中高等学校を運営
する学校法人又はその私立小中高等学校、国立大学法人高知大
学に附属する小中学校に対して、事業区分の山の一日先生派遣
事業にあっては森林・林業に関係するＮＰＯ等、市町村、森林
組合、森林・林業関係団体等に対して、文書による通知その他
公募を周知するための措置を行うこと。
②公募に当たっては、森林環境税を活用した事業である旨の記
載を行うこと。

事業実施
①可能な範囲で、事業実施主体の開催する取組に参加し、広報
等を行うこと。
②必要に応じて、事業実施主体に対して、この事業の趣旨に即
した指導等を行うこと。
③事業区分の木育指導員養成事業にあっては森林・林業に関係
するＮＰＯ等、市町村、市町村教育員会、学校組合、県内で保育
所、幼稚園等を運営する事業者等に対して文書による通知を行
うこと。
④研修等を開催する際には、ホームページ等様々な手段を活用
して広く募集を行うとともに、参加者には森林環境税を活用し
た取組であることの周知を図ること。

検査及び確定
①事業実施主体の提出する実績報告書に領収書等の写しを添付
させ、支払内容及び事業実施の検査を行うこと。
②事業実施主体の執行が補助事業の目的に沿って行われている
ことを確認し、補助事業者として事業内容、その支出等につい
て内容の説明責任を果たせるようにすること。



別記 第１号様式（第４条関係）（省略）

第１号様式 別紙１（省略）

別記 第１号様式（第４条関係）（省略）

第１号様式 別紙１（省略）



第１号様式 別紙３（省略）

第１号様式 別紙４（省略）

第１号様式 別紙５（省略）

第２号様式（第６条関係）（省略）

第２号様式 別紙１（省略）

第１号様式 別紙３（省略）

第１号様式 別紙４（省略）

第１号様式 別紙５（省略）

第２号様式（第６条関係）（省略）

第２号様式 別紙１（省略）





第３号様式 別紙１（省略） 第３号様式 別紙１（省略）









第３号様式 別紙３（その３） （追加）





第３号様式 別紙５（省略） 第３号様式 別紙５（省略）



第４号様式（第７条関係） （省略）

第５号様式（第８条関係） （省略）

第４号様式（第７条関係） （省略）

第５号様式（第８条関係） （省略）


